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SMILE 

☆ 今月も笑顔（スマイル）でスタート 

 

 

 

 

8月号 Vol.88 

 

今月の SMILE 
 

 

 

まいど おおきに！ 

 

上海のロックダウンの解除から 2 ヶ月が経ちました。コロナの予防と抑制のための中国の方針は、“どこかの場所でコロ

ナが発見されると、大規模な閉鎖と大規模な PCR検査が行われ、人々は自宅待機を義務づけられ、自宅で予防する”と

いうことので、“感染者やその密接者も出ないでほしい！”、と思いながらの生活が続いています。 

 

7 月は、世界の経済大国である米国と中国が、各々、経済悪化の兆候の数値を発表しました。まずは米国ですが、注

目の最新の消費者物価指数のデータが公表され、6月のインフレ率は前年同月比で 9.0%の物価上昇となりました。米国

の中央銀行である Fed（連邦準備制度）は、今年の 3 月から金融政策決定会合で利上げを始め、3 月は 0.25%、5 月は

0.5%、6月は 0.75%、そして直近の 7月では 0.75%と利上げし、2.25%になりました。ただインフレ率に対する政策金利の水

準である実質金利はマイナス 6.75%となっており、これではインフレの抑制に十分かが疑問です。Fed は、これ以上の急

激な利上げは、株価の下落を招くことを恐れているのかもしれません。インフレは、ロシアのウクライナ問題が影響してい

るという見方がある一方、昨年の春ごろからインフレの兆候はあり、それに対して Fed のパウエル議長は、“インフレは一

時的”という意見を変えずに放置したことが、今日の酷いインフレを招いたのではないでしょうか。 

 

次に中国の第 2四半期の実質GDP成長率がどうなったか言えば、0.4%というこれも衝撃的な数値でした。その第一の

原因は、不動産バブルの崩壊と考えます。最近、未完成のマンション（そして引渡の見込みのない）のローン契約者が、

集団で返済停止を求める騒ぎが話題になっています。中国の人々にとって不動産は、資産運用の中心であり、不動産

価格は必ず上がると信じてきたと言えます。現在の不動産の問題が、中国の人々のこれからの消費の壊滅的に減少に

つながらなければと願っています。上海財経大学高等研究院（IASFE）が、7 月 6 日今年の中国のマクロ経済情勢を分

析予測したレポートを発表しました。発表会で同大学の教授盛松成氏は、“消費回復は今年の穏健な成長のための重

要な課題であり、消費を拡大する最も効果的な方法は、全面的に仕事と生産を再開することだ”と述べていました。 

 

ということで、これから経済は益々厳しくなっていきそうな感があります。 

 

しかし、このような中にあっても、今月も笑顔（スマイル）でスタートしましょう！ 

 

 

  

暑さを乗り切りましょう！ 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 



中国経済情報  

 

 

6月の CPIと PPI、いずれも前月比は横ばい 

 国家統計局が 9 日に発表した統計結果によりますと、今年 6 月の消費者物価指数（CPI）、生産者物価指数（PPI）はと

もに前月から横ばいとなりました。 

6月の CPIは前年同月比 2.5％上昇し、上昇幅は 5 月より 0.4 ポイント拡大しました。そのうち、食品価格は 2.9％、非食

品は 2.5％とそれぞれ上昇しました。 

前月比で見ると、6 月の CPI は 5 月の 0.2％下落から横ばいとなり、そのうち食品は 1.6％下落、非食品は 0.4％上昇し

ました。 

また、PPI も前月比で 5 月の 0.1％上昇から横ばいとなりました。前年同月比では、6 月の PPI は 6.1％上昇したものの、

上昇幅は 5月より 0.3ポイント縮小しました。PPIの上昇幅の縮小は 6カ月連続となっています。（鵬、星） 

 

詳細については、下表をご覧ください。 

 

 

マクロ経済情報 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6月の中国輸出約 18％増 輸入は消費低迷で 1.0％増に鈍化 

   中国税関総署が 7月 13日発表した 6 月の貿易統計（ドル建て）によると、輸出は前年同月比 17.9％増の 3,313 億ド

ル（約 45 兆円）だった。伸び率は前月（16.9％）から拡大。上海市のロックダウン（都市封鎖）が 6 月 1 日に解除されたこ

とを受け、企業の生産再開のほか、物流網やサプライチェーン（供給網）の回復が進んだことが牽引(けんいん)した。 

中国メディアによると、上海港のコンテナ処理能力は、6 月下旬までに前年同月の 95％以上にまで回復した。上海は世

界トップクラスのコンテナ取扱量を誇るが、約 2 カ月間に及んだ都市封鎖の影響で物流が混乱して輸出入が滞っていた。 

6月の輸入は 1.0％増の 2,333億ドルだった。伸び率は前月（4.1％）から鈍化。新型コロナウイルスの感染拡大を徹底的

に押さえ込む「ゼロコロナ」政策の影響で国内消費の低迷が続いているとみられる。 

輸出と輸入を合わせた輸出入総額は 10.3％増の 5,645 億ドル。貿易黒字は 979億ドルに膨らんだ。 

一方、1～6月の累計では輸出が前年同期比 14.2％増、輸入が 5.7％増、輸出入総額が 10.3％増だった。国・地域別で

は、日米欧などが経済制裁を科しているロシアからの輸入が 48.2％増と大きく伸びている。中国政府は、ロシアとの貿易

協力を継続しており、価格高騰が続く原油などエネルギーの輸入が押し上げたもようだ。ただ、対露輸出は 2.1％増にと

どまっており、西側諸国の経済制裁の影響が出ている可能性がある。 

税関総署の李魁文(りかいぶん)報道官は、13 日の記者会見で、輸出入の今後の見通しについて、「世界の感染状況と

国際環境はさらに厳しく複雑になっており、中国の貿易は不安定、不確実要素に直面している」と指摘。同時に、企業の

事業・生産再開が進むといった見通しを示し、「対外貿易は安定した成長を続けることが見込まれる」という見方を示した。 

 

詳細について、下表をご覧ください。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



会計・税務情報 

 

 

中華人民共和国印紙税法の実施を徹底するため、国家税務総局が 2022年 6月 28日付で『「中華人民共和国印紙

税法」の実施などに関する関連事項の公告』（国家税務総局公告 2022 年第 14号）を公布し、2022 年 7月 1日から施

行されます。本公告において印紙税の徴収管理など事項を明確にしました。主な内容は以下の通りです。 

 

1. 納税者は印紙税課税対象となる契約書、権利譲渡文書及び営業帳簿に基づき、「印紙税税源明細書」(本公告添

付書類 1 を参照)を記入し、財産と行為税の総合申告を行わなければならない。 

2. 課税契約書、権利譲渡文書に金額を明記していない、契約締結後の実際に決済する金額に従って確定する場合、

納税者が実際決済後の次回納税申告期間において実際の決済金額に基づき印紙税を計算して、申告納付しなく

てはならない。 

3. 印紙税は四半期ごと、年ごとまたはその都度に計算して徴収する。課税契約書、権利譲渡文書は四半期ごと、年ご

とに申告納付すればよい。課税営業帳簿は年ごとまたはその都度に申告納付すればよい。 

納税者が国外の単位または個人である場合、印紙税は四半期ごと、年ごとまたはその都度に申告納付すればよい。 

具体的な納付期限は納税者所在地の主管税務機関が規定する。 

4. 納税者が国外の単位または個人であり、国内に代理者がいる場合、その国内代理者は源泉徴収義務者とされる。 

国内に代理者がいない場合、納税者は印紙税を自主申告納付する。 

5. 印紙税に関する優遇政策については、納税者の「自ら判別、申告による享受、調査に備える関連資料の保存」とい

う処理方法を取るものとする。納税者はその関連資料の真実性・完全性・合法性に対して法的責任を負う。 

 

そのほか、本公告は土地増値税の優遇事項に対する取扱方法の最適化についても規定しています。 

  

本公告の原文については下記国家税務局のウェブサイトをご参考ください。 

http://www.chinatax.gov.cn/chinatax/n367/c5176919/content.html 

 

 

人事労務情報 

 

 

 

上海市人力資源と社会保障局の発表によると、7月 1日から上海市社会保険料納付基数の上限と下限額が引き上 

ることになりました。 

これによって、7月 1日から上海市社会保険料納付基数の上限額はと下限額を以下のようになります。 

上限額＝（従前）31,014元/月 → （7月 1日以降）34,188元/月（2021年平均賃金 11,.396×300％） 

下限額＝(従前)5,975元/月   → （7月 1日以降）6,520元/月［（2020年平均賃金 10,338元×60％＋2021年平均賃

金 11,396元×60％）/2］ 

今回の新型コロナウイルスの流行が、経済社会の発展に与える影響を考慮し、企業の負担を軽減するため、社会保障

納付基数の下限は、2020年（10,338）、2021年（11,396 元）の平均賃金の算術平均値の 60%に基づいて決定されました。 

 

 

 

 

 

 

(お問い合わせ先) 

上海満意多企業管理諮詢有限公司 

〒200336  上海市長寧区 延安西路 2201 号  

上海国際貿易中心 2415 室 

TEL: +86-21-6407-0228   FAX :+86-21-6407-0185 

E-mail: info@shmydo.com  URL: http://shmydo.jp 

 

  

 

印紙税法実施の関連規定について 
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上海市の社会保険の基数の変更について 

 

 

 

 

mailto:info@shmydo.com
http://shmydo.jp/

